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化資金 14 億 4350 万円を融資したにもかかわらず，モード社のずさんな経営から経営が悪
化。モード社からの更なる融資の要請に，当時副知事（同和対策本部長）は，充分な担保




















































































これに対し議会は 100 条委員会を設置し対抗した。100 条委員会への出頭拒否，証言・記録
の提出拒否は 6ヶ月以下の禁固または 10 万円以下の罰金，偽証は 3ヶ月以上 5年以下の禁
固に処せされる。これらの刑罰によって保障された調査権によって，県庁内の抵抗もなく
なり事件の解明が進んだとされる。 
議会の調査によって，闇融資事件を防げなかった県庁の組織上の問題点が明らかされた。
また，100 条委員会は，闇融資関係者を詐欺罪，背任罪等で刑事告発し，闇融資関係者には
有罪判決が下された。よこはま水産闇保証問題でも 100 条委員会が活躍し，事態の解明に
寄与した。 
しかしながら課題もあるとして次の問題が指摘され提言が行われる。①地方自治法上，
議会が執行機関に対して資料等の要求ができるのは，検閲・検査権，調査権，予算説明書
提出等に限られ，一般的資料要求規定がない。したがって議決による資料要求権規定の新
設が提言される。②議会の招集権は首長にのみある。長の活動を監視する議会の招集が長
に委ねられている不合理が指摘され，招集規定の見直しが提言される。③議員の活動をサ
ポートする体制の確立が提言される。④警察との関係では，公安委員会が形骸化している
こと，警察機構が中央集権的で警察庁長官を頂点とする国家警察的性格を持つこと，都道
府県は，財政負担は負うが予算・人事権を持たずコントロール機能も弱いこと，したがっ
て警察機構の改革が必要なことが提言される。 
第 3 章では，内部告発者保護制度が検討される。第１部で扱った４件とも，内部の職員
からの正確な情報による組織部外者への内部告発を端緒していることから，まずその重要
性が指摘される。次にその背景が検討される。従来チェック機構として機能していた組合
の弱化，職員等の意識の組織離れ等を背景に，国民の意識も変わり，内部告発が多くなり，
また行政の複雑化多様化に応じてそれが果たす役割も大きくなっている。国も，公益通報
者保護法の制定に踏み切った。 
次にその憲法的根拠が検討される。その根拠を，告発者の表現の自由に求める立場と社
会的価値を擁護する憲法上の義務に求める立場がある。後者に立てば，内部告発を法的義
務として立法化することが求められる。特に公務員については，守秘義務との関係が論議
 されるべきものの，その要請が働く。さらに労働者に関しては，自己の人格権を防衛する
自救的行為とする立場もある。内部告発によって企業の営業の自由は損失を受けるが，違
法な行為を前提とした営業の利益は，労働者の人格権の対抗的利益たりえないとされる。 
次に内部告発者保護制度をもつ自治体として千代田区職員等公益通報条例が検討され，
その規定ぶりを手がかりに，幾つかの問題が検討される。いずれにせよ，今日の行政の複
雑化多様化，人員削減のなかで監督機能の不全が生じており，この監視機能を補完する補
助的仕組みとして内部告発を位置づけ，保護を図るべきだとされる。 
 
 
学位論文審査結果の要旨 
 
 筆者中澤氏は，高知県香美市市議会議長であり，議会の立場から行政のチェック，情報
公開，そして特に行政の不正経理問題へのコントロールに強い関心をもってきた人物であ
る。その意味で本論文は，実務家の実践的問題関心から生まれ，それを学問的に位置づけ
体系化し，不正防止への対応に論理的道筋をつけたという意味で，実務と学問を結んだ実
践の書として高く評価された。また，予備審査会で指摘されていた課題，すなわち高知県
４事件の分析とその後の３制度の検討との論理的結びつきを明確にすべきとの要請には，
機関内コントロールと機関間コントロールの概念を導入することによって，具体的事例と
理論的課題を立体的に結合させた点も高く評価された。 
 その上で，中澤氏が今後の課題に，「①行政プロセスを県民に明示し，必要ならば専門家
や県民の一定の参加を要請する，②行政における判断基準などを情報提供する，③どのプ
ロセスを公開するか，ルールを決定する，④行政プロセスの段階ごとの審議・決定内容に
関する情報提供のルール化，⑤審議・決定内容に関する情報提供の内容及び情報量のルー
ル化が挙げられる。」を挙げた点について，今回の論文のテーマは行政のコントロールが課
題であるのでそれはそれとして了解はできるが，今後の課題としては，融資等を政策立案
する主体を行政とのみ捉え，その立案プロセスの公開のみを課題として良いのか，むしろ
政策立案過程における，議会，住民の役割を組み込んで今後の理論構成が行われるべきで
はないかとの指摘がなされた。 
 また文章表現に繰り返しが多いこともさらに改善すべき点として指摘された。さらに，
論文執筆に時間がかかったこともあり，この間に，論文の対象としている法律，状況等も
大きく変化しており，最新情報すべてを必ずしも充分に咀嚼していなかった点なども問題
点として指摘された。 
 しかしながら，本論文が，行政の不正支出防止のための体系的防止の観点を打ち出した
こと，それゆえ本論文が，この問題に実践的対応しようとする人に今後，有用な指針を示
したことは高く評価され，本論文が博士学位請求論文としての水準を十分満たすものであ
ることについて、審査員全員の判断は一致した。 
 
